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米国NASDAQ市場・・AIの行方

中国AI、 「ディープシーク」登場で1月最終週の

NASDAQ市場が大きく下落、エヌビディアに代表され

る半導体関連で値を下げた。米国型AI(大規模システム)

に対して廉価で米国輸出規制をもクリアしたチップを使

用するAIの誕生に投資家が狼狽売りした。同システムの

実効性は不明な点も多く、中国政府への情報流出問題も

抱えてるが、中国が米国AIに肩を並べたとの認識でAI

開発の方向性が揺れている。(資料:米国NASDAQ)
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日銀政策金利引上げ、円高限定的

日銀は1月政策決定会合で0.5%ポイントの政策金利

の引上げを行った。同じ1月の米国FRBが金利引下げを

行わず据え置いたこともあり、円ドル相場は円高方向に

移行した。但し、円相場と連動性の高い中国元相場の動

向、米国経済の底堅い現状、トランプ政権の政策の方向

性と発動時期、日銀政策金利引上げの限界等円相場を

取囲む環境は輻輳しており、円相場が本格的な円高に方

向転換できる状況とは判断できない。(資料:日本銀行)

原油価格弱含み

トランプ大統領は就任以前より、原油、天然ガス等の

化石燃料重視の姿勢を示し、就任後、サウジアラビア、

OPEC等に対して原油価格の値下げを要求している。そ

の背景には、米国がエネルギーに関する非常事態宣言を

提示し、原油、天然ガスの輸出を本格化することで戦略

的な展開を意図していることにある。EU等にも天然ガ

ス購入量の拡大を求めており、関税政策同様にトランプ

大統領の今後の方向性が注目される。(資料:米国NYMEX)
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